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要旨

精神障害者の退院を促進するための支援体制づくりに向けて，精神障害者退院促進支援
事業に携わった関係者２００名を対象に無記名自記式質問紙調査を行った．有効回答数（率）
１３１（６５．５％）．結論は以下の通りである．１．支援内容では，病院，地域関係者ともに
利用者の「不安の相談」が多かった．しかし，利用者だけでなく家族，支援者も含めた不
安への支援が必要である．２．支援体制は，チーム内で関係者がお互いの専門性を認識，
尊重した協働やチーム力動を発揮することが重要である．３．社会資源については，利用
者や支援者の柔軟な発想に基づいた創出が望まれる．４．住民の意識変革を図るには，精
神障害者が専門家の支援を受けながら住民と交流することが重要である．
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はじめに

２００４（平成１６）年９月，厚生労働省精神保健福祉

対策本部は「精神保健医療福祉の改革ビジョン」を

提示した．政策の柱として「入院医療中心から地域

生活中心へ」を基本方針として掲げ，国民各層の意

識の変革や精神医療の機能分化をすすめて，早期に

退院を実現できる体制を整備すること，相談や就労

支援などの充実によって地域で安心して暮らせる体

制を整備することを示した．「受け入れ条件が整え

ば退院可能な者（約７万人）」については，精神病

床の機能分化・地域生活支援体制の強化等，立ち後

れた精神保健医療福祉体系の再編と基盤強化を全体

的に進めることにより，１０年後の解消を図るとし

た１）．

A県では，２００３（平成１５）年度より精神障害者退
院促進支援事業（以下，事業とする）に取り組み，

過去３年間（平成１５～１７年度）で，５２名の対象者の

うち４１名（７８．８％）の退院が実現できている２，３）．

しかし，関係者の事業の理解，協力体制に差２）が

あることや事業を対象者の支援に終わらせるのでは

なく，退院促進のシステムづくりへと発展させてい

くことが課題となっている３）．他県においても，

事業が終了するとその経験が生かされず，退院支援

が病院内で完結し，地域との有機的な連携が行われ

ていないという指摘もある４）．

そこで，事業に携わった関係者（以下，支援者と

する）の支援内容と地域精神保健福祉の支援体制の

課題を明らかにし，今後の支援体制づくりを検討し

た．

用語の定義

地域精神保健福祉の支援体制：援助を必要とする

人が住み慣れた地域で生活が送れるように，保健，

医療，福祉などの公的な（フォーマル）サービスと

住民組織や民間を含むインフォーマルなサポートが

一体的に提供されるネットワークを構築し，支援す

るシステム５）とした．そのシステムの構成部分に，

支援者の支援内容が含まれる．

研究方法

１．調査対象および方法

対象者は，A県事業（H１５～１７年度）の利用者を
支援した関係者２００名である．

調査方法は，無記名の自記式質問紙調査法を用い

て行った．各機関の本事業担当者を経由して，対象

者に調査票を配布し，返信用封筒にて回収した．

調査期間は，平成１８年８月１日～８月２５日までと

した．有効回答数（率）は，１３１（６５．５％）であっ

た．

２．調査項目

対象者の属性（性別，年齢，職種，経験年数，所

属先），支援内容，地域精神保健福祉の支援体制の

課題の３項目である．

支援内容は，先行研究６－９）を基に，事業のプロ

セス１０）（導入，アセスメント，計画，モニタリン

グ）で実施された内容から研究者が作成した．その

内容の妥当性を確認するために，継続的に事業に携

わった支援者２６名を対象にプレテストを行い，修正

をして１６項目とした．地域精神保健福祉の支援体制

の課題は，自由記述とした．

３．分析方法

支援内容は，病院関係者と地域関係者（病院以外

の機関）に分類し，比較した．

記述内容は，１内容１項目としてコード化した．１コ

ードの内容の類似するものをまとめてサブカテゴリ

ーとし，さらにカテゴリーへと抽象化した．この抽

象化の各段階において，研修者間で合意が得られる

まで協議し，妥当性を確認した．

４．倫理的配慮

所属管理者および対象者に，調査目的と内容を説

明し，調査票を配布した．この研究で得られたデー

タは統計的に処理し，所属先や個人が特定できない

ものとする旨を伝え，回答を持って同意とした．

結 果

１．対象者の属性

性別は，男性が２１．４％，女性が７７．９％であった．

年齢は，５０歳代が最も多く３５．１％，次に４０歳代の

２６．７％であった．職種は，看護師が最も多く

３１．３％，次に保健師の２２．１％であった．経験年数

は，１～３９年（平均１３．２±９．３），所属先は，病院

関係者が６４．９％，地域関係者が３５．１％であった（Ta-
ble１）．
２．支援内容

支援内容は，病院関係者では「不安の相談」が６４

件（７５．３％）と最も多く，次いで「退院の動機付け」

が４８件（５６．５％），「服 薬 の 自 己 管 理」が４２件

（４９．４％）であった．
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地域関係者では，「不安の相談」，「社会資源の

情報提供」および「関係機関連絡調整」が各３２件

（６９．６％）と多く，次いで「関係者への助言」が２６

件（５６．５％）であった（Table２）．
３．地域精神保健福祉の支援体制の課題

地域精神保健福祉の支援体制の課題は，対象者の

うち質問項目に回答した病院関係者の５０名

（５８．８％），地域関係者の２９名（６３．０％）の内容を分

析の対象とした．

１）抽出されたカテゴリー

記述内容からは１３４のコードが抽出され，【不安】

【チーム内の調整と理解】【長期的支援】【社会資

源】【住民の意識】の５カテゴリーに分類された（Ta-
ble３）．
なお，【 】内にはカテゴリーを，《 》内には

サブカテゴリーを，「 」内には具体的な内容例

を記した．

（１）不安

【不安】は，《利用者の不安》《家族の反対》《支

援者の不安》の３サブカテゴリーに分類された．

《利用者の不安》には，「病院内では安定状態で

あるが，事業の利用方法や地域への移行に不安があ

る」「利用者が，家族と看護師との退院後の責任問

題のやり取りを見て，退院意欲が失われてしまっ

た」などがあった．

《家族の反対》には，「家族の受け入れや理解が

ないことが退院への妨げになっている」「長期入院

患者の多くは，家族の支援がない人が多い」「世代

交代で，すでに，家族の一員ではないという認識が

ある」などがあった．

《支援者の不安》には，「家族が拒否的であれば

退院できる状態であっても本人の意欲も減退し挫折

する可能性がある」「せっかく地域へ帰っても一人

での生活なので不安が残る」などがあった．

Table 2 Content of Projects to Support the
Deinstitutionalization of People 人（％）Table 1 Characteristics of the Study
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Table 3 Issues in Establishing a Support System and Their Categorization
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（２）チーム内の調整と理解

【チーム内の調整と理解】は，《支援者の認識の

差》《チーム内の協働の難しさ》《支援者に対するサ

ポート不足》の３サブカテゴリーに分類された．

《支援者の認識の差》には，「利用者の退院の可

能性，能力に一番否定的だったのは，医師，看護師

の医療職であった」「利用者の病気や過去にとらわ

れすぎて，管理することが重要だと考えている職員

が多く，利用者を生活者として見ていない」などが

あった．

《チーム内の協働の難しさ》には，「会議で決ま

ったことを，全スタッフに申し送れておらず，チー

ムアプローチが実質上難しい」「職種により対応が

異なり，調整が難しい」などがあった．

《支援者に対するサポート不足》には，「担当者

が経験不足である」「関係者の前向きな気持ちを高

め，不安を取り除くサポートがない」などがあっ

た．

（３）長期的支援

【長期的支援】は，《長期的な支援がない》《連携

が不十分》の２サブカテゴリーに分類された．

《長期的な支援がない》には，「事業終了後の利

用者のサポートをどこで，誰が中心に行うか，その

都度，話し合って決めることが大切」「事業期間中

は自立支援員等が関わっているが，退院後の支援体

制の継続が不十分なため再入院する利用者がある」

などがあった．

《連携が不十分》には，「精神保健領域は，他の

領域以上に病院や関係機関との連携が重要である」

「精神障害者が地域で生活するには，行政だけの対

応では難しい」などがあった．

（４）社会資源

【社会資源】には，「自宅へ帰ることが難しい場

合，受け皿が少ないので行き場のない人ができる」

「社会復帰施設やヘルパー事業所などが少なく，利

用者は業者を選べない」など，《社会資源の不足》

をあげていた．

（５）住民の意識

【住民の意識】は，《住民の偏見》《地域で孤立》

《普及啓発が不十分》の３サブカテゴリーに分類さ

れた．

《住民の偏見》には，「精神障害者を受け入れな

いという社会の偏見の目がある」「退院の希望があ

り，病状が落ち着いていても家族や世間の偏見など

により退院ができない患者が多い」などがあった．

《地域で孤立》には，「利用者や家族が孤立しな

い地域の仕組みがない」「住民が少し手を差しのべ

れば，利用者の生活が広がる」などがあった．

《普及啓発が不十分》には，「一般住民に対する

普及啓発を事業と同時進行で実施しなければ，地域

にもどることは難しい．たとえ，退院しても地域で

住みづらく感じると思う」「偏見をなくすために

は，精神障害者も広く一般の人と交流すべきだ」な

どがあった．

考 察

１ 精神障害者の退院支援の実際

支援内容として，病院・地域関係者ともに，最も

多かった項目は，「不安の相談」であった．事業の

各段階で関わった支援者が，利用者の不安な気持ち

に寄り添いながら不安を和らげ，安心して退院がで

きるよう支援していることがうかがえる．

また，利用者や家族はもちろん，支援者自身も不

安を抱えていることが明らかになった．

利用者は，退院後の生活イメージの具体化や，新

しい体験にチャレンジすることで不安を抱え

る２－９，１１）ことが多い．特に入院が長期になればな

るほど，退院に向けてのプロセスは刺激が大きく，

病状にも影響してくる．支援者は，利用者の退院に

向けた不安がどのように変化しているかを見極めな

がら，支援していくことが求められる．

家族の退院に対する反対の背景には，長期入院に

よる家族の高齢化や世代交代，病状悪化時の記憶，

何かあった時の責任問題などがうかがえた．支援者

は，家族の理解・協力を課題としてあげているよう

に，家族支援の重要性を認識している．したがって，

精神障害者の退院を支援する上で重要なことは，支

援者が家族を退院の障害の根源としてではなく，精

神障害者のサポート源であると認める１２）ことであ

る．すなわち家族を「支援者」という，社会資源の

一つとして捉え，家族へ働きかけることが重要であ

る．

支援者は，長期入院による利用者の生活能力の低

下や家族の協力が得られないことから利用者の退院

後の生活に不安を感じていた．また，経験が浅い支

援者への精神的サポートがないこと，支援チームの

リーダーが不明確なことによる支援者の困惑がうか

がえた．支援者の不安は，利用者の退院意欲に大き

く影響するため，支援者の知識や技術，精神的な支

援をする体制が求められる．多くの機関や職種が関

わる事業のため，病院から地域への継続したケアや
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段階的な支援内容と役割分担，その連携は重要であ

る．

２．地域精神保健福祉の支援体制づくり

支援体制の課題では，【チーム内の調整と理解】

および【社会資源】が多かった．支援者の所属や職

種により病気や利用者の理解，社会復帰の認識に差

があることが明らかになった．特に，病院関係者

は，「利用者を生活者として見ていない」「利用者

の過去にとらわれている」など，利用者の病気や障

害の認識に差があった．長期入院患者の退院阻害要

因は，さまざまであるが，その一つに「看護者の固

定した患者の捉え方やあきらめ」１３）があげられてい

る．このように，長期入院から派生してくる問題は，

支援者の意識にも影響することから，精神障害者の

自立や社会参加について，支援者個々が自分を問い

直す必要があるだろう．

また，支援チーム内の調整が不十分で，個別性の

ある支援計画の立案や支援者個々の役割分担の難し

さ，各機関内の支援体制の未整備などがうかがえ

た．これには，チーム内の支援者が互いの専門性を

認識・尊重した協働やチーム力動を発揮できるリー

ダーの存在，相互に話し合える場の有効活用などが

重要であると思われる．

社会資源では，住居や日中の活動の場，夜間サポ

ート，能力にあった仕事の場，経済面の支援などの

社会資源不足があげられた．また，移動手段である

公共交通機関の使いづらさやボランティアなどの人

的資源の少なさなど地域の特性がうかがえた．

事業で退院した精神障害者の聞き取り調査１４）か

ら，利用者が必要としている社会資源には「新たな

人的ネットワークの形成」「移動手段や住居，生活

費の確保」「心地よい居場所」「家族の退院への理

解と精神的な支え」など多岐にわたり指摘されてい

る．今後，これらの利用者や支援者の意見を反映し

た，そして柔軟な発想に基づいた社会資源の創出が

望まれる．それには，利用者や支援者が精神障害に

対する普及啓発を行い地域住民の意識変革を図るこ

とが必要である．精神障害者が専門家の支援を受け

ながら生活している姿や住民との交流が精神障害に

対する偏見をなくし，理解を深める一方法であると

考える．

以上から，今後の地域精神保健福祉の支援体制づ

くりには，支援体制の課題について病院と行政，そ

して精神障害者自身が共通認識し，協働で取り組む

必要がある．また，本事業には，病院や行政の職員

ではなく地域住民の感覚に近い存在として，利用者

の退院を支援する自立支援員がいる．事業の支援期

間は６か月以内で，退院後１か月と定められてい

る．しかし，自立支援員は事業終了後も地域のボラ

ンティアとして，利用者の生活を支援している１５）．

精神障害者が安心して地域で暮らすには，このよう

なインフォーマルな支援が重要であり，地域で自立

支援員のような人を育て，人と人をつなぐことが最

も重要である．

最後に，２００７（平成１９）年度から厚生労働省社会

・援護局保護課においても「生活保護精神障害者退

院促進事業」１６）が予算化された．今後，本事業を継

続するとともに，新事業との連携や精神障害者に関

する諸施策を有効に活用して，病院から地域へスム

ーズに移行できる支援体制の構築を推進したい．

結 論

精神障害者退院促進支援事業に携わった支援者が

感じている地域精神保健福祉の支援体制の課題を分

析した結果，以下のことが明らかになった．

１．支援内容では，病院，地域関係者ともに利用者

の不安の相談が多かったが，利用者だけでなく家

族，支援者も含めた不安への支援が必要である．

２．支援体制の課題では，【チーム内の調整と理

解】および【社会資源】が多かった．チーム内で関

係者がお互いの専門性を認識，尊重した協働やチー

ム力動を発揮することが重要である

３．社会資源では，利用者や支援者の柔軟な発想に

基づいた社会資源の創出が望まれる．

４．精神障害者が専門家の支援を受けながら生活

し，住民との交流を図ることが住民の意識変革につ

ながる．
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Abstract

The aim of this anonymous questionnaire survey is to establish a support system to promote deinstitutionalization.
It was conducted on２００subjects involved in projects to support the deinstitutionalization of people with
mental illnesses．１３１valid responses（６５．５％）were collected. The conclusions are as follows :
１．Concerning the content of support，many respondents from hospitals and the community noted the need
to provide counselling to help users deal with their concerns and anxiety. Support also needs to be
provided to family and support workers to address their concerns.
２．It is important to encourage all team members to respect each other’s expertise and to foster
cooperation and team dynamics.
３．The development of social resources should be based on flexible ideas from the users and support
workers.
４．Promoting interaction between community residents and people with mental illnesses who are supported
by experts will remove prejudice against them among residents.

受付日 ２００７年１０月３１日

受理日 ２００８年１月２１日

香川県立保健医療大学紀要 第４巻，９１－９７，２００７

―９７―


